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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料

令和３年１１月１２日 

件  名 地域経済活性化基本計画改定等に向けた各種調査の途中経過について 

所管部課 産業経済部 産業政策課 

内  容 

区民及び区内事業者の方を対象に実施した各種調査（令和３年７月～８

月）のうち、事業者向けに行ったアンケート集計の途中経過を報告する。

１ 事業者（小規模・中規模以上）アンケート調査について 

調査対象 発送数 回収数 回収率 

小規模事業者（従業員４人以下） 1,500 件 470 件 31.3％ 

中規模以上事業者（従業員５人以上） 1,500 件 429 件 28.6％ 

２ 小規模事業者と中規模以上事業者の比較 

 上記２種類のアンケートの比較から、事業規模による特徴的な差異があ 

った下記設問を中心に分析を行い、今後の施策展開を検討していく。 

【課題１】小規模、中規模以上の６０％弱が、年間売上高対前年比で４％以上減 

少している。減少割合別にみると、小規模事業者では３０％以上減少

が３割、中規模以上事業者では１０～２９％減少が２８．５％で最多

となっている。 

設問：２０２０年（1～12月）の年間売上高の対前年増減比較(単数回答) 

※一部複数回答あり

選択肢 小規模事業者 中規模以上事業者 

４％以上増加 10.4% 12.2% 

横ばい（＋３～－３％） 17.4% 18.0% 

４～９％減少 6.8% 9.6% 

１０～２９％減少 22.1% 28.5% 

３０％以上減少 30.7% 18.9% 
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【課題２】コロナ禍の対策について、対策を講じていないとの回答が 

多く、小規模事業者では６割弱を占めている。 

設問：新型コロナウイルス感染拡大や売上減少に対して、講じた対策(複数回答) 

選択肢 小規模事業者 中規模以上事業者 

講じた対策は特にない 59.4% 36.5% 

販路開拓 8.8% 16.5% 

新規サービス・新商品の開発 7.1% 8.4% 

働き方改革（テレワーク等） 5.7% 18.2% 

キャッシュレス決済導入 5.5% 4.8% 

事業規模の縮小 8.2% 8.6% 

雇用を減らす 4.2% 10.8% 

その他の対策 12.4% 31.2% 

無回答 6.2% 3.4% 

【課題３】中規模以上事業者の６割以上がコロナの影響により融資 

を受けており、借入額や返済のタイミング等も含めた資金繰

りの状況を注視していく必要がある。 

設問：新型コロナウイルスの影響を主な理由として行った資金調達先(単数回答) 

※一部複数回答あり

選択肢 小規模事業者 中規模以上事業者 

都市銀行 1.3% 8.2% 

地方銀行 1.8% 6.0% 

信金・信組 22.3% 36.9% 

政府系金融機関 8.2% 20.6% 

借り入れをしていない 64.7% 40.8% 
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【課題４】小規模事業者のインターネット活用について、約３割が必要性を 

感じておらず、相談先がない、もしくはわからない状態である。 

設問：インターネットの活用における課題(複数回答) 

選択肢 小規模事業者 中規模以上事業者 

情報セキュリティ対策が不安 16.1% 23.3% 

導入・運用に係るコスト負担 16.3% 22.3% 

導入効果が見えない 10.6% 9.8% 

自社に合ったツール・アプリが

わからない 
8.4% 9.1% 

活用を推進できる人材がいない 18.8% 22.8% 

わからない・必要性を感じない 27.4% 9.8% 

課題は特にない 15.7% 20.4% 

設問：インターネットの活用についての相談先(複数回答) 

選択肢 小規模事業者 中規模以上事業者 

ＩＴツール販売、運用会社 12.1% 24.5% 

自社との取引があるＩＴ関連会社 10.2% 25.7% 

同業他社 15.0% 13.4% 

異業種他社 5.3% 3.8% 

金融機関 5.7% 6.0% 

自治体相談窓口 3.3% 1.4% 

その他支援機関 6.0% 4.8% 

相談先がない、わからない 36.2% 21.3% 

無回答 22.5% 21.3% 
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【課題５】小規模事業者については、経営者の年齢層が高く、廃業意 

向も３割以上を占めており、廃業の増加が予測される。 

設問：経営者の年齢 

選択肢 小規模事業者 中規模以上事業者 

50歳未満 9.7% 23.3% 

50歳代 22.3% 30.9% 

60歳代 24.7% 24.5% 

70歳以上 42.6% 21.1% 

設問：中期的な経営方針 (単数回答) 

選択肢 小規模事業者 中規模以上事業者 

事業の拡大・拡充 12.6% 32.4% 

事業の縮小 2.0% 2.4% 

業態転換 0.4% 1.2% 

事業再構築 4.2% 8.6% 

現状維持 45.5% 50.8% 

廃業・自分の代での閉店 33.6% 3.8% 

問 題 点 

今後の方針 

事業者向け、区民向け、創業・起業者向けのアンケートも含め、上記課題

２、４を含む一部設問のクロス集計、掲載内容等の精査を行っており、報告

書を作成次第、区議会への報告、区ホームページへの掲載等を行っていく。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料

令和３年１１月１２日 

件  名 緊急経営資金（新型コロナウイルス対策資金）の受付状況について 

所管部課 産業経済部 企業経営支援課 

内  容 

新型コロナウイルス感染拡大による緊急経営資金の受付件数等、融資実行

状況の令和３年１０月末までの実績について、以下のとおり報告する。

１ 緊急経営資金等受付件数 

月 緊急経営資金 
セーフティ

ネット４号

セーフティ

ネット５号

危機関連 

保証 

Ｒ２.３月 ８３９件 １４０件 ３３件 １件 

４月 １,５１０件 ３４１件 ４４件 ５６件 

５月 ８２７件 ７６７件 １０６件 １５１件 

６月 ５９８件 ８５８件 １７７件 １６３件

７月 ３９１件 ６５１件 １５１件 １２１件 

８月 ２９０件 ４１９件 ９２件 ５３件 

９月 ２５１件 ３８８件 ６６件 ６３件 

１０月 １８８件 ３４５件 ６９件 ４２件 

１１月 １８２件 ３４０件 ６５件 ６５件 

１２月 １６６件 ３１１件 ６６件 ５７件 

Ｒ３.１月 １２９件 ２１７件 ４６件 ３７件 

２月 １６９件 ３０３件 ４２件 ３５件 

３月 ３１２件 ７０９件 １８１件 １３９件 

４月 ９４件 １０７件 ２７件 １９件 

５月 １４３件 ８４件 ７件 １２件 

６月 １８４件 ９１件 １１件 １４件 

７月 １６９件 ９４件 １０件 １１件 

８月 １４１件 ９６件 ７件 １４件 

９月 ２７７件 １４６件 ６件 １７件 

１０月 １２６件 ８２件 ７件 ６件 

計 ６,９８６件 ６，４８９件 １，２１３件 １，０７６件 
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  緊急経営資金の受付は令和４年３月３１日まで延長した。９月の申請

件数が増加したのは、延長前の期限が９月３０日であったため、駆け込

み需要が影響したことが考えられる。 

新型コロナウイルスに係るセーフティネット等の各申請期限は、セー

フティネット４号は令和３年１２月１日、セーフティネット５号及び危

機関連保証は令和３年１２月３１日まで延長となった。

※ セーフティネット保証とは

様々な突発的事由によって経営が困難（売上高等が減少）となった

中小企業者を対象に、信用保証協会が通常の保証限度額とは別枠で

保証を行うもの。市区町村が認定する。

・ ４号 自然災害等の突発的災害を対象として全都道府県を指定。原則

として最近１か月間及び最近３か月間の売上高等が前年同月と比べて

２０％以上減少している場合、保証協会が債務の１００％を保証する。 

・ ５号 全国的に業績が悪化している業種を指定。原則として最近

１か月間及び最近３か月間の売上高等が前年同月と比べて５％以上

減少している場合、保証協会が債務の８０％を保証する。

・ 危機関連保証 大規模な経済危機、災害等により中小企業につ

いて著しい信用の収縮が全国的に生じており、実際に売上高等の

減少がみられる中小企業者を支援するための措置。原則として最

近１か月間及び最近３か月間の売上高等が前年同月と比べて１５％

以上減少している場合、保証協会が債務の１００％を保証する。

セーフティネット保証との併用が可能。
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２ 融資実行件数等  

月 融資実行件数 実行金額 信用保証料補助額 

Ｒ２.３月 ２４件 １８５,５００千円 ４,８３５千円 

４月 ６８３件 ４,８７７,２００千円 １３０,００９千円 

５月 ８８２件 ６,１００,６００千円 １５７,７５２千円 

６月 ８０８件 ５,３１５,８８０千円 １４１,８６７千円 

７月 ６２４件 ４,２３９,７００千円 １１６,４１６千円 

８月 ４８７件 ３,３４８,４００千円 ８５,７８３千円 

９月 ３９０件 ２,７１０,４００千円 ７１,０１３千円 

１０月 ２９５件 １,７７２,５００千円 ４４,１１０千円 

１１月 １７１件 １,０６９,１１０千円 ２７,６０１千円 

１２月 １８６件 １,０７３,３００千円 ２９,１０８千円 

Ｒ３.１月 １５３件 ９４７,２００千円 ２２,１５１千円 

２月 １０１件 ４９８,０００千円 １１,９２５千円 

３月 １６７件 ８７９,５００千円 ２２,３０５千円 

４月 ２１９件 １,２６２,７７０千円 ３３,１００千円 

５月 １３１件 ６６１,４００千円 １７,２２２千円 

６月 １６６件 ６９１,２５０千円 １６,５８６千円 

７月 １３４件 ６８９,２４０千円 １７,０３５千円 

８月 １５５件 ７５９,８００千円 １７,０７５千円 

９月 １５５件 ７７３,８００千円 １７,３３８千円 

１０月 ２３９件 １,２３５,４００千円 ２９,１９２千円 

計 ６,１７０件 ３９,０９０,９５０千円 １,０１２,４２３千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 

引き続き、国や都、各区の動向を注視し、関係機関からの意見も伺いながら、

今後の方向性について検討していく。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  
令和３年１１月１２日 

件  名 雇用調整助成金活用促進事業の受付状況について 

所管部課 産業経済部 企業経営支援課 

内  容 

 

 

昨年５月から実施している雇用調整助成金活用促進事業の受付状況につい

て、以下のとおり報告する。 

また、９月１５日から開始した、雇用調整助成金活用促進事業の社会保険

労務士による休業支援金申請に係る事務手数料助成の周知状況について報告

する。 

 

１ 雇用調整助成金活用促進事業受付状況 

月 助成決定件数 助成決定額（千円） 

Ｒ２.５月   ０件 ０千円 

６月 ６件 ５２３千円 

７月 １２件 １,１２０千円 

８月 ３４件 ３,２２１千円 

９月 ５７件 ５,０９０千円 

１０月 ６８件 ５,９１７千円 

１１月 ３８件 ３,４１４千円 

１２月 １９件 １,８１４千円 

Ｒ３.１月 １２件 １,１７５千円 

２月 １５件 １,２９０千円 

３月 ２０件 １,８４４千円 

４月 ０件 ０千円 

５月 ３件 ２９９千円 

６月 １件 １００千円 

７月 ６件 ６００千円 

 ８月 ３件 ３００千円 

９月 ４（１）件 ３５０（５０）千円 

１０月 ５（１）件 ３３２（５０）千円 

計 ３０３（２）件 ２７，３８９（１００）千円 

  ※ 申請期限 令和４年３月３１日 

  ※ 令和３年９月１５日から休業支援金を申請対象に追加 

（ ）内の数字は休業支援金の件数及び金額 
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２ 休業支援金申請に係る社会保険労務士費用助成の周知について 

（１）あだち広報  ９月２５日号に記事掲載 

（２）ホームページ ９月１５日に情報掲載

（３）ＳＮＳ ツイッター及びフェイスブックを以下の日程で投稿

・ ９月１５日

・ １０月１日

・ １１月中旬

（雇用調整助成金に係る助成も併せて周知、

休業支援金に係る助成案内チラシ画像付き） 

（４）豆の木メール １０月１３日にひとり親家庭向けに発信

（５）チラシ配付  １１月中旬から区施設、大学等に順次配布 

問 題 点 

今後の方針 

国の雇用調整助成金の特例措置期間は令和４年３月末まで延長された。ＳＮ

Ｓを通じて区の助成及び期間延長の周知を図っていく。しかし、雇用調整助成

金申請に係る区の事務手数料申請件数は、今後大幅に増加する見込みはないと

思われる。 

休業支援金申請に係る社会保険労務士費用助成については、チラシ配付、Ｓ

ＮＳを通じて対象拡充の周知を引き続き行っていく。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  
令和３年１１月１２日 

件  名 足立区勤労福祉会館指定管理者評価委員会の評価結果について 

所管部課 産業経済部 企業経営支援課 

内  容 

足立区勤労福祉会館条例第１８条に基づき、足立区勤労福祉会館指定

管理者評価委員会（以下「評価委員会」という）による評価を行ったの

で、報告する。 
 

１ 主な業務内容 

（１）維持管理業務 

館内の美化、備品の管理、防火管理、安全確保等 

（２）運営管理業務 

会館の利用案内、使用料等の収納、貸し出し管理等 

 

２ 指定管理者 

  株式会社エム・ワイ・カンパニー（代表取締役 吉田 誠） 

 

３ 評価対象期間 

  令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

 

４ 指定管理料 

  ３１，２１０，０００円（税込） 

 

５ 評価委員会開催日 

  令和３年９月６日（月） 
 

６ 評価委員会委員構成（計６名、敬称略） 

種 別 氏 名 所属等 

学識経験者 

（有識者を含む） 

川 端   薫 

【委員長】 

東京都社会保険労務士会

足立・荒川支部 

豊 岡 清 行 東京税理士会西新井支部 

関係団体構成員 
加 藤 裕 子 足立成和信用金庫 

吉 田 斉 能  東京地下鉄株式会社 

区職員 

上遠野 葉 子 子ども家庭部長 

大久保 慎 也 中央図書館長 
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７ 評価資料 

（１）基本協定書 （11）苦情・要望対応資料

（２）年度協定書及び仕様書 （12）利用者満足度資料

（３）事業計画書 （13）平成３１年度会館利用状況表

（４）事業概要 （14）接客力向上資料

（５）管理運営資料 （15）経営状況調査表

（６）安全確保資料 （16）勤労福祉会館条例

（７）法令遵守資料 （17）勤労福祉会館施行規則

（８）労務管理資料 （18）勤労福祉会館運営基準

（９）財務運営資料 （19）評価委員会運営要綱

（10）事業の取組資料

８ 評価結果 

  ６０点満点中５４点 得点率９０％ 総評価Ａ＋（７段階中７） 

※ 詳細は別紙１「指定管理者評価シート」のとおり

（評価項目及び評価基準は、別紙２「評価基準表」参照）

９ 委員会での主な意見と対応等 

（１）主な意見

安全性の確保、法令順守、労務管理、財務管理、苦情対応は非常

に適切に運営・対応されており評価できる。利用者の声やアンケー

ト結果の分析を通じて、大規模改修後のリニューアルに向けてサー

ビスのさらなる向上を期待する。 

（２）対応策

利用者アンケートや意見箱、窓口での利用者意見の聴取等によ

り、積極的に意見・要望を収集し、その分析を基に利用者サービス

の向上を図っていく。 

10 評価結果の公表 

  足立区ホームページにて、令和３年１１月下旬掲載予定。 

問 題 点 

今後の方針 
 課題や改善点など、評価結果を管理運営業務に活かすとともに、今後

も評価委員会の適切な運営に努めていく。 
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大項目 中項目

4 5

4 3

5 5

5 5

（５点満点）

指定管理者 担当課 評価委員会

4 5

5 5

4 5

5 5
（５点満点）

4 4

5 5

5 5

4 5

5 5
（５点満点）

5.0

4.8

１

管
理
運
営
状
況

水準を下回る：２点　水準を大きく下回る：１点　

 【評価点】水準を大きく上回る：５点　水準を上回る：４点　水準どおり：３点　

【評価対象年度】　　令和２年度　：　令和２年４月１日 ～ 令和３年３月３１日

事故への対応
◆緊急連絡網が作成されている
◆マニュアルが策定され、職員に周知されている

施設・設備の保全（各種保守点検）の実施
◆エレベーター、自動ドア、空調設備点検
自家用電気工作物点検、電気点検（毎月）

個人情報保護、公契約条例等は遵守されているか 指定管理者 担当課 評価委員会

個人情報保護の取組
◆内部規定の策定
◆研修の実施

各種法令等の遵守
◆研修の実施

（

２
）

安
全
性
の
確
保

施設の安全性は確保されているか

施設・設備の安全性の確保
◆設備等の破損・経年劣化への対応（適切な修繕等）

防災への配慮
◆防火管理者を配置し、防火管理計画を策定している
◆火災、地震等を想定した防災訓練の実施

4.3

確認項目 評価点

（

１
）

適
切
な
管
理
運
営
の
履
行

基本協定や年度協定、事業計画に沿って適切に管理運営されているか 指定管理者 担当課 評価委員会

施設の管理運営体制
◆ｽﾀｯﾌの連携・協力体制
◆区との報告・連絡・相談による協働等（定例会毎月）

適切な人員配置
◆管理責任者（職務代行者含む）が常時配置されている
◆業務に必要な人数が確保されている
◆AED操作、救命講習受講の職員の配置等

防犯への配慮
◆館内外の巡回、異常等の記録及び報告
◆鍵の管理の徹底（マニュアルの適宜見直し含む）

施設の清掃の実施
◆建物清掃（毎日）定期清掃（年3回）ガラス清掃（年3
回）じゅうたん清掃（年2回）特別清掃（年1回）
◆館内殺虫消毒、防鼠作業（年2回）

利用記録等各種情報の管理
◆保管場所の施錠
◆保存年限が過ぎた書類の適切な破棄

個人情報事故への対応
◆個人情報の漏洩や個人データ紛失事故等の有無

公契約条例の遵守（適用施設は必須）
◆労働者に対して労働報酬下限額以上の賃金等が支払わ
れているか、また、台帳の整備がされているか

（

３
）

法
令
等
の
遵
守

 

 

（

※
倫
理
性
も
含
む
）
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大項目 中項目 確認項目 評価点

5 5

5 5

5 5

3 4
（５点満点）

5 5

5 5

5 5

5 4
（５点満点）

4 4

4 3

5 5

5 5
（５点満点）

4.7

5.0

4.2

評価委員会

評価委員会

１
　
管
理
運
営
状
況

（

６
）

事
業
の
取
組

事業計画どおりのサービスが提供されているか

経理処理
◆経理の明確な区分
◆帳簿、関係書類による経理状況の明確化

利用促進への取組（広報、ＰＲ等）
◆ホームページの充実
◆地域への案内及びチラシの配布等周知

地域特性に配慮した取組
◆近隣施設・商店街等との連携及び成果
◆地域住民との連携

環境配慮への取組
◆エコ対策の実施及び成果

指定管理者 担当課 評価委員会

事業の企画、実施、成果
◆自主事業の実施及び成果
◆新規事業実施や既存事業の改善に取り組んでいるか

（

５
）

適
切
な
財
務
・
財
産
管
理

適切な財務運営・財産管理が行われているか 指定管理者 担当課

経理・現金に関する書類等の管理
◆帳簿、領収書等が整理保存されている

担当課

労働契約の整備等
◆契約内容は適切で不備等はないか
◆労働条件の書面での明示

労働条件等の適用
◆労働時間、休憩・休暇、勤務シフト等の適正な運用
◆服務規律は適切か

経理を担当する常勤の職員
◆出納係または経理責任者等の配置

健康・安全衛生管理、各種保険制度
◆ｽﾀｯﾌの健康診断、安全衛生の確保
◆年金、雇用保険等が整備されているか

執務環境の整備等
◆快適な職場となるよう管理されているか
◆ワークライフバランスの推進

（

４
）

適
切
な
労
務
管
理

労務環境が整備され適切に管理運営されているか 指定管理者

２
　
事
業
効
果

外部者によるチェック体制の構築
◆定期的に公認会計士等、外部者によるチェックを受け
ている。
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大項目 中項目 確認項目 評価点

5 4

5 5

5 5

（５点満点）

9 9

10 9

10 9

9 8
（１０点満点）

4 4

4 3

4 4
（５点満点）

4.7

職員の対応
◆施設の利用方法や貸出物品の使用方法の説明のわかり
やすさ

貸出物品の周知と運用
◆利用者向けの案内が作成され周知されているか
◆運用マニュアルが策定され、適切に運用されているか

（

７
）

苦
情
要
望
等
へ
の
対
応

要望・苦情の対応
◆対応方法が明確になっているか
◆適切な対応を取れているか

要望・苦情の対応結果公表
◆掲示板等での要望・苦情の対応結果が公表されている
か

施設利用増への取り組み
◆利用向上に向けた具体的な取り組みがなされているか

3.7

（

９
）

利
用
の
状
況

施設が有効に利用されているか 指定管理者 担当課 評価委員会

施設利用状況（環境の変化など外部要因を考慮）
◆利用件数
◆利用率

施設利用状況の分析
◆聞き取りやアンケート等により利用者、団体の傾向を
的確に把握しているか

8.8

（

８
）

利
用
者
の
満
足
度

 
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
等
に
よ
る
）

利用者の満足を得られているのか 指定管理者 担当課 評価委員会

施設の快適さ
◆利用者の満足度
◆施設の清潔さ、案内サインの充実

接客の満足度
◆窓口対応や挨拶、利用者への声かけ
◆清潔な身だしなみ

担当課 評価委員会

要望苦情の受付体制
◆意見箱の設置
◆利用者からの要望を積極的に聴取しているか

利用者からの要望・苦情に対して適切に対応しているか 指定管理者

２

事
業
効
果

(
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大項目 中項目 確認項目 評価点

10 10

9 8

9 9

（１０点満点）

⇒ ⇒

評価 総合評価

Ａ+
※得点は評価委員会の各項目の平均点（小数点第二位を四捨五入）の合計。

※合計後、小数点以下は切り捨て、整数とする。

※「標準点」･･･評価項目が全て「３」（水準クリア）の評価を受けた場合の得点。

無54　点

※「A」は満点の0.75倍以上（小数点以下切上）、「C」は満点の0.54倍以下（小数点以下切捨）とする。

評価委員会
総合評価意見

　安全性の確保、法令順守、労務管理、財務管理、苦情対応については、各委員から非常に高い
評価を得ている。その中ですでに検討中とのことであるが、育児・介護休業法の改正に対応した
就業規則の改定をお願いしたい。
　管理運営、事業の取組、利用者満足度、接客サービスについては、現場スタッフはシフト制で
あり、やむを得ない退職等による入替もある中で、適切な対応が取られていると評価する。利用
者の声やアンケート結果の分析を通じて、自主事業やＨＰ等の改善を含めサービスのさらなる向
上を期待する。
　利用状況について、水準は満たしているが他の項目に比べ改善の余地が大きいと思われる。リ
ニューアル後に利用率が向上するよう、検討を進めていただきたい。

評価委員会
評価結果

得点 ﾗﾝｸﾀﾞｳﾝ

Ａ+

合　　計　　点
２０８点

満点225点

２０４点

満点225点

５４.２点

満点60点

評価委員会

人材育成への取り組み
◆各種研修の実施

業務改善の取り組み
◆利用者の要望を業務に反映させているか
◆各種業務について定期的に見直し、改善しているか

職員への情報共有
◆伝達事項を職員に共有する体制が構築されているか
◆困難事例等の共有や事例検討がなされているか

9.0
３
　
そ
の
他

（

1
0
）

接
客
サ
ー

ビ
ス
の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
向
上

接客サービス向上への取組が実施されているか 指定管理者 担当課

54％以下
Ａ＋ Ａ Ａ－ Ｂ＋ Ｂ Ｂ－ Ｃ

90％以上 ～ 83％以下 67％以上 ～ 59％以下 54％以下

<評価委員会評価基準>

36点以上
40点以下

33点以上
35点以下

32点以下

得点率

満点 標準点
75％以上 ～

60点 36点 　54点以上
50点以上
53点以下

45点以上
49点以下

40点以上
44点以下

評点 評価基準
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水準を大きく
上回る

水準を上回る 水準どおり 水準を下回る
水準を大きく

下回る
５点 ４点 ３点 ２点 １点

(1)適切な管理
運営の履行

基本協定・年度
協定や事業計画
に沿って適切に
管理運営されて
いるか

(2)安全性の
確保

施設の安全性は
確保されている
か

(3)法令等の
遵守

個人情報保護、
公契約条例等は
遵守されている
か

(4)適切な
労務管理

労務環境が整備
され適切に管理
運営されている
か

（5）適切な財
務･財産管理

適切な財務運
営・財産管理が
行われているか

評価項目

１
　
管
　
理
　
運
　
営
　
状
　
況

労働条件・契約
内容が整備され
ておらず、執務
環境を含む労働
環境が不十分で
ある。

労働条件・契約
内容が整備され
ておらず、執務
環境を含む労働
環境の大幅な改
善が必要であ
る。

５
点

会計帳簿や関連
書類で収支が容
易に把握できる
状態にあり、管
理体制も徹底さ
れている。

会計帳簿や関連
書類で収支が容
易に把握できる
状態にあり、管
理状況も適切で
ある。

会計帳簿や関連
書類が一通り整
理されており、
管理体制も概ね
問題ない状態で
ある。

会計帳簿や関連
書類で収支が正
確に把握できて
おらず、管理体
制にも不備がみ
られる。

会計帳簿や関連
書類で収支が把
握できておら
ず、管理体制に
も問題があり、
大幅な改善が必
要である。

５
点

労働条件・契約
内容が細部まで
整備され、執務
環境を含む労働
環境も徹底して
高い水準で維持
されている。

労働条件・契約
内容が細部まで
整備され、執務
環境を含む労働
環境が適切に維
持されている。

労働条件・契約
内容が適切に整
備され、執務環
境を含む労働環
境が一通り維持
されている。

従業員に対する
個人情報の保護
や各種法令が遵
守に対する意識
が低く、改善が
必要である。

５
点

施設の安全点検
が徹底され、犯
罪や災害等不測
の事態が生じた
際にも、迅速か
つ適切に対応で
きる体制が整備
されている。

施設の安全点検
をはじめ、防犯
や防災への配慮
が適切に行われ
ており、利用者
が安心して利用
できる環境にあ
る。

施設の安全点検
をはじめ、防犯
や防災への配慮
が一通り行われ
ており、施設利
用に支障がない
環境にある。

施設の安全点
検、防犯や防災
への配慮が不十
分であり、利用
者が安心して利
用できる環境づ
くりに欠けてい
る。

５
点

個人情報の保護
や各種法令の遵
守が徹底される
体制が整備さ
れ、従業員への
教育や研修な
ど、高次な取組
みで万全を期し
ている。

個人情報の保護
や各種法令が遵
守されており、
従業員への教育
や研修も適切に
行われている。

個人情報の保護
や各種法令が遵
守されており、
従業員への教育
や研修も一通り
行われている。

従業員に対する
個人情報の保護
や各種法令が遵
守に対する意識
づけが不十分で
あり、問題が発
生する不安があ
る。

各種協定や事業
計画に基づく管
理運営業務及び
管理運営に問題
があり、従業員
体制も大幅な改
善が必要であ
る。

評　価　内　容　及　び　評　価　点
配
点

施設の安全点
検、防犯や防災
への配慮に問題
があり、利用者
が安心して利用
できる環境づく
りに向けて、大
幅な改善が必要
である。

５
点

各種協定や事業
計画に基づく管
理運営業務が確
実かつ適切に行
われており、従
業員の専門性も
非常に高い。

各種協定や事業
計画に基づく管
理運営業務が適
切に行われてお
り、従業員の専
門性も高い。

各種協定や事業
計画に基づく管
理運営業務が一
通り行われてお
り、従業員体制
も妥当に整備さ
れている。

各種協定や事業
計画に基づく管
理運営業務及び
管理運営が不十
分であり、従業
員体制も問題が
ある。
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水準を大きく
上回る

水準を上回る 水準どおり 水準を下回る
水準を大きく

下回る
５点 ４点 ３点 ２点 １点

評価項目

評　価　内　容　及　び　評　価　点
配
点

(6)事業の
取組

事業計画どおり
のサービスが提
供されているか

(7)苦情要望等
への対応

利用者からの要
望・苦情に対し
て適切に対応し
ているか

(8)利用者の
満足度

利用者の満足を
得られているか

(9)利用の
状況

施設が有効に利
用されているか

(10)接客サービ
スの向上

接客サービス向
上への取組が実
施されているか

２
　
事
　
業
　
効
　
果

３
　
そ
の
他

職員に対する研
修に問題があ
り、接客力の向
上や業務改善の
取組みに大きな
改善が必要であ
る。

利用者の満足度
や施設の清掃状
況、職員の接客
について、非常
に低い評価を受
けている。

５
点

利用件数、利用
率が目標を上回
り、利用増に向
けた取組の成果
があらわれてい
る。

利用率が目標を
概ね達成されて
おり、利用増に
向けた取組も積
極的に行われて
いる。

利用率が維持さ
れており、適切
なサービス等に
より施設が有効
に活用されてい
る。

利用率が目標を
下回っており、
利用増に向けた
取組が不十分で
ある。

利用率が目標を
大きく下回り、
利用増に向けた
取組に大幅な改
善が必要であ
る。

10
点

利用者の満足度
や施設の清掃状
況、職員の接客
について、非常
に高い評価を受
けている。

利用者の満足度
や施設の清掃状
況、職員の接客
について、高い
評価を受けてい
る。

利用者の満足度
や施設の清掃状
況、職員の接客
について、一定
の評価を受けて
いる。

※評価シート　「ランクダウン」の項目について
  指定管理者から報告があった事故等に対して、所管課は必要と判断したものについては、「業務評価シート【特記事
項】詳細」を作成し、評価委員会へ提出する。悪質な事故等の場合、評価委員会の判断により、総合評価をワンランク下
げるなどの対応を取る。各委員の採点を集計し、得点率による判定結果を出した後、その結果からランクダウンするかど
うかは委員会での話し合いにより決定する。
   例）判定結果　Ａ⁺→Ｂ⁺　　判定結果Ｂ⁺→Ｃ　など

10
点

職員に対する研
修が計画的かつ
効果的に実施さ
れ、接客力の向
上や業務改善に
格段の進歩が見
られる。

職員に対する研
修が計画的に実
施され、接客力
の向上や業務改
善が図られてい
る。

職員に対する研
修が実施され、
接客力の向上や
業務改善が図ら
れている。

職員に対する研
修が不足してお
り、接客力の向
上や業務改善の
取組みが不十分
である。

利用者の満足度
や施設の清掃状
況、職員の接客
について、低い
評価を受けてい
る。

自主事業が計画
に沿って実施さ
れておらず、
サービス向上や
利用促進の取組
みも大幅な改善
が必要である。

５
点

要望・苦情を積
極的に受付けて
おり、その対応
や結果公表が適
切かつ迅速に行
われている。

要望・苦情の受
付体制が確立さ
れており、その
対応や結果公表
が適切に行われ
ている。

要望・苦情の受
付体制が確立さ
れており、その
対応や結果公表
が一通り行われ
ている。

要望・苦情の受
付体制に課題が
あり、その対応
や結果公表が不
十分である。

要望・苦情の受
付体制に大きな
問題があり、そ
の対応や結果公
表に大幅な改善
が必要である。

５
点

新たな自主事業
が計画に沿って
実施されてお
り、サービス向
上や利用促進、
地域特性に配慮
した取組におい
ても特段の努力
が見られる。

自主事業が計画
に沿って実施さ
れており、かつ
サービス向上や
利用促進や地域
特性に配慮した
取組の工夫を
行っている。

自主事業が計画
に沿って実施さ
れており、かつ
サービス向上や
利用促進や、地
域特性に配慮し
た取組が行なわ
れている。

自主事業が計画
に沿って実施さ
れておらず、
サービス向上や
利用促進の取組
みも十分に行わ
れていない。
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  

令和３年１１月１２日 

件  名 あだち３０（サンマル）買い物券事業について 

所管部課 産業経済部 産業振興課 

内  容 

あだち３０（サンマル）買い物券事業について報告する。 

１ 換金実績（１０月１８日時点） 

 発行総額（円） 換金額（円） 換金率 

紙商品券※ 456,332,500 322,823,500 70.7% 

デジタル商品券 559,019,500 383,369,000 68.6% 

合 計 1,015,352,000 706,192,500 69.6% 

※ 換金方法等…使用済み紙商品券を事務局へ請求（郵送／月２回）。 

受け取った紙商品券は速やかに換金するよう、 

店舗へ周知していく。 

２ 規模・業種別換金実績 

別紙３参照 

３ 年代別デジタル商品券使用率（１０月１８日時点） 

 
人 数 枚 数 

年代 購入 使用 ％ 購入 使用 ％ 

〜10 代 263 251 95.4% 44,187 31,812 72.0% 

20代 642 597 93.0% 74,919 56,139 74.9% 

30代 2,766 2,610 94.4% 291,967 206,519 70.7% 

40代 3,642 3,436 94.3% 309,699 210,447 68.0% 

50代 2,796 2,590 92.6% 240,903 157,931 65.6% 

60代 1,275 1,172 91.9% 100,698 64,280 63.8% 

70代 480 449 93.5% 42,835 29,549 69.0% 

80 代〜 116 101 87.1% 12,831 8,287 64.6% 

不 明  35 

 

 1,774 

 合 計 11,980 11,241 93.8% 1,118,039 766,738 68.6% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

 

 

４ 取扱店舗数（１０月１８日時点） 

 内 訳 店舗数 割 合 

券  種 
デジタル・紙 1,015  47.8％  

紙のみ 1,110  52.2％  

店舗規模 
大型店舗 691  32.5％  

中小店舗 1,434  67.5％  

業  種 

小売業 1,373  64.6％  

飲食業 448  21.1％  

サービス業 289  13.6％  

建設業 11  0.5％  

運輸・通信業 4  0.2％  

合計店舗数 2,125  

 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

今後の方針 
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紙券
換金額（円）

換金割合 決済回数
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ券

換金額（円）
換金割合

１ 大型店舗 111,452,000 34.52% 39,808 123,038,500 32.09%

２ 中小店舗 211,371,500 65.48% 94,278 260,330,500 67.91%

合計　 322,823,500 100.00% 134,086 383,369,000 100.00%

（554店） （196店）

衣料品 200,000 0.06% － － 0.00%

家電 3,310,500 1.03% 1,125 20,558,500 5.36%

コンビニエンスストア 142,500 0.04% 0 0 0.00%

商業施設・百貨店 22,066,500 6.84% 9,256 19,877,000 5.18%

スーパー 79,353,000 24.58% 25,865 71,054,500 18.53%

ディスカウントストア 2,630,500 0.81% 2,366 9,200,000 2.40%

ドラッグストア 1,046,500 0.32% 900 1,919,500 0.50%

日用雑貨 188,500 0.06% － － 0.00%

ホームセンター 2,314,000 0.72% － － 0.00%

１-①大型 小売業計　 111,252,000 34.46% 39,512 122,609,500 31.98%

（92店） （26店）

一般食堂 0 0.00% 102 172,500 0.04%

すし 100,500 0.03% － － 0.00%

そば・うどん 17,000 0.01% － － 0.00%

ファストフード 0 0.00% 191 248,000 0.06%

ファミリーレストラン 41,000 0.01% － － 0.00%

１-②大型 飲食業計　 158,500 0.05% 293 420,500 0.11%

（45店） （11店）

クリーニング 13,000 0.00% － － 0.00%

その他サービス業 28,500 0.01% 3 8,500 0.00%

１-③大型 サービス業計　 41,500 0.01% 3 8,500 0.00%

（0店） （0店）

１-④大型 建設業計　 － － － － －

（0店） （0店）

１-⑤大型 運輸・通信業計　 － － － － －

１-①大型 小売業（取扱店舗数）

１-②大型 飲食業（取扱店舗数）

１-③大型 サービス業（取扱店舗数）

１-④大型 建設業（取扱店舗数）

１-⑤大型 運輸・通信業（取扱店舗数）



規模・業種別換金実績（１０月１８日現在） 別紙３
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紙券
換金額（円）

換金割合 決済回数
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ券

換金額（円）
換金割合

２-①中小 小売業 （819店） （406店）

医薬品 1,674,500 0.52% 690 2,235,500 0.58%

衣料品 1,775,000 0.55% 254 2,461,500 0.64%

印章 3,500 0.00% 6 40,000 0.01%

飲食料品 1,414,000 0.44% 1,444 1,749,500 0.46%

介護用品 39,500 0.01% 2 5,500 0.00%

家具 0 0.00% 3 64,000 0.02%

ガソリンスタンド 654,500 0.20% － － －

家電 985,000 0.31% 72 4,173,500 1.09%

カメラ 11,500 0.00% 3 3,000 0.00%

玩具・娯楽用品 24,000 0.01% 35 7,013,500 1.83%

靴・カバン・傘 1,700,000 0.53% 20 206,500 0.05%

化粧品 1,654,500 0.51% 104 2,491,500 0.65%

コンビニエンスストア 16,371,000 5.07% 9,263 24,751,500 6.46%

酒販 2,224,500 0.69% 1,039 2,324,500 0.61%

手芸用品 45,000 0.01% 0 0 0.00%

書籍・文具 2,286,000 0.71% 791 1,711,500 0.45%

寝具 95,000 0.03% 2 17,000 0.00%

スーパー 69,485,000 21.52% 29,120 64,363,000 16.79%

生花 795,500 0.25% 197 875,500 0.23%

青果 1,939,000 0.60% 562 644,500 0.17%

精肉 4,398,500 1.36% 369 549,000 0.14%

鮮魚 897,000 0.28% 81 116,500 0.03%

茶舗 646,000 0.20% 19 21,000 0.01%

ディスカウントストア 26,486,500 8.20% 3,044 11,431,500 2.98%

時計・メガネ・貴金属 1,566,000 0.49% 117 1,513,000 0.39%

ドラッグストア 47,445,500 14.70% 33,049 72,361,000 18.88%

日用雑貨 116,000 0.04% 1 500 0.00%

パン 586,000 0.18% 856 871,000 0.23%

米穀 901,000 0.28% 113 354,500 0.09%

ホームセンター 281,500 0.09% － － 0.00%

輪業 2,506,000 0.78% 295 6,604,500 1.72%

和洋菓子 5,365,000 1.66% 2,968 5,631,500 1.47%

その他小売業 1,642,000 0.51% 234 9,709,000 2.53%

２-①中小 小売業計　 196,014,000 60.72% 84,753 224,294,500 58.51%
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紙券
換金額（円）

換金割合 決済回数
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ券

換金額（円）
換金割合

２-②中小 飲食業 （356店） （220店）

居酒屋 179,500 0.06% 484 1,266,500 0.33%

一般食堂 206,500 0.06% 169 237,500 0.06%

韓国料理・焼肉 2,758,500 0.85% 1,391 8,405,000 2.19%

喫茶 582,500 0.18% 690 866,500 0.23%

すし 1,598,000 0.50% 1,184 4,240,500 1.11%

西洋料理 608,000 0.19% 707 1,849,500 0.48%

創作料理 36,000 0.01% 164 216,000 0.06%

そば・うどん 977,000 0.30% 236 392,500 0.10%

中華料理 1,114,500 0.35% 912 2,096,500 0.55%

日本料理 984,500 0.30% 420 2,899,000 0.76%

ファストフード 147,500 0.05% 441 693,500 0.18%

ファミリーレストラン 295,500 0.09% 390 726,000 0.19%

ラーメン 487,500 0.15% 497 837,500 0.22%

その他飲食業 386,000 0.12% 366 662,500 0.17%

２-②中小 飲食業計　 10,361,500 3.21% 8,051 25,389,000 6.62%

２-③中小 サービス業 （244店） （146店）

医療・診療所・歯科 442,500 0.14% 28 193,500 0.05%

印刷 0 0.00% 1 5,000 0.00%

クリーニング 307,000 0.10% 152 573,000 0.15%

塾・各種教室 273,500 0.08% 55 1,556,500 0.41%

鍼灸・整骨 139,500 0.04% 288 624,000 0.16%

スタジオ各種 170,500 0.05% 9 306,500 0.08%

整体 62,000 0.02% 65 505,000 0.13%

浴場 513,500 0.16% 88 254,000 0.07%

理・美容 2,726,000 0.84% 529 4,119,500 1.07%

レンタル業各種 0 0.00% 12 220,000 0.06%

その他サービス業 162,500 0.05% 231 827,000 0.22%

２-③中小 サービス業計　 4,797,000 1.49% 1,458 9,184,000 2.40%

２-④中小 建設業 （11店） （7店）

建築業 49,500 0.02% 1 82,500 0.02%

建具・畳 83,500 0.03% 9 434,000 0.11%

その他建設業 52,000 0.02% 0 0 0.00%

２-④中小 建設業計　 185,000 0.06% 10 516,500 0.13%

２-⑤中小 運輸・通信業 （4店） （3店）

旅行業 14,000 0.00% 6 946,500 0.25%

２-⑤中小 運輸・通信業計　 14,000 0.00% 6 946,500 0.25%
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  

令和３年１１月１２日 

件  名 
小規模事業者経営改善補助金（新型コロナウイルス感染症対応特別

枠）の申請状況について 

所管部課 産業経済部 産業振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内  容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小規模事業者経営改善補助金（新型コロナウイルス感染症対応特別

枠）の申請状況について報告する。 

 

１ 小規模事業者経営改善補助金（新型コロナウイルス感染症対応 

特別枠）について 

（１）申請件数等 

 総件数・総額 内訳 

申請件数 474件 4月:18件 5月:41件 6月:83件 

7月:66件 8月:75件 9月:133件 

10月：58件 

交付決定件数 432件 4月:13件 5月:20件 6月:87件 

7月:54件 8月56件 9月:112件 

10月：90件 

交付決定金額 68,729千円 4月:2,048千円 5月:3,115千円

6月:13,927千円 7月:8,649千円 

8月:8,635千円 9月:17,757千円 

10月：14,598千円 

※ 新型コロナウイルス感染症の対策に要した経費を対象 

上限補助金額：２０万円（補助率４／５） 

  ※ 申請から２～３週間で交付決定 

 

 
 

（２）主な申請内容 

・ パソコン 

テレワークやＷＥＢ会議で使用するため 

・ 空気清浄機 

    店舗への来客者や従業員の安全確保のため 

 

円 件 
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（３）周知の具体策について 

・ 区ホームページ、ＳＮＳ、「公社ニュース トキメキ」掲載 

・ 関係機関への周知 

青色申告会、足立区商店街振興組合連合会、足立区工業会 

連合会、あだち異業種連絡協議会、足立ブランド企業 

問 題 点  

今後の方針 

 感染状況、申請数ともに落ち着いてきてはいるが、多くの区内事業者

に活用してもらうため、申請期間を令和４年３月１日まで延長する。 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  
令和３年１１月１２日 

件  名 「光の祭典２０２１」の実施内容について 

所管部課 産業経済部 産業振興課、一般財団法人足立区観光交流協会 

内  容 

 「光の祭典２０２１」について、以下のとおり実施内容を報告する。 

 

１ 実施目的 

（１）竹ノ塚駅周辺及び竹の塚けやき大通りのイルミネーション実施に

より、不特定多数の集客で密になりやすい状況を避けながらも、地

域の賑わい創出に寄与する。 

（２）光の祭典に関連したデジタルコンテンツを作成し、光の祭典の新

たな楽しみ方を提供するとともに、区のＰＲを図る。 

 

２ 主 催  

  一般財団法人足立区観光交流協会・足立区 

 

３ 実施内容 

（１）イルミネーション 

  ア 実施場所 

  （ア）竹ノ塚駅周辺 

  （イ）竹ノ塚駅と国道４号線竹の塚交差点を繋ぐ「竹の塚けやき大

通り」約１ｋｍの街路樹 

  イ 期間及び点灯時間 

  （ア）期間 

     令和３年１２月４日（土）～令和４年１月１０日（月・祝） 

  （イ）点灯時間 

     午後５時から午後１０時まで 

  ウ 委託事業者 

    株式会社 泰正（中央区京橋２－４－１２） 

    代表取締役社長 正木 崇司 

   ※ 平成３０年度プロポーザルで事業者選定 

（２）「デジタル・イルミネーション光の祭典２０２１」 

  ア 期間 

    令和３年１２月３日（金）～令和４年２月２８日（月） 

  イ 内容（別紙４イメージ参照） 

    自宅でＡＲ撮影やＣＧ動画などを楽しめるＷｅｂページを公開

する。ＡＲオブジェやＣＧ動画は、令和２年度に作成したものを

活用する。 
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  （ア）ＡＲ撮影コンテンツ 

     ＡＲオブジェと写真撮影ができるコンテンツを提供する。利

用者は９種類のオブジェから好きなものを選んで撮影すること

ができる。 

  （イ）動画コンテンツ 

     ＣＧ動画や協会が作成した生物園の動画などを視聴すること

ができる。 

  （ウ）ミニゲーム 

     光の祭典をイメージしたデザインのミニゲームを提供する。 

  ウ 委託事業者 

    クレヨンピクチャーズ株式会社（台東区台東２－３１－７） 

    代表取締役社長 小林 竜也 

   ※ 指名競争入札により選定 

  エ その他 

    ＡＲオブジェと一緒に撮影した写真画像を応募することで賞品

が当たるプレゼント企画を実施する。賞品は全３コース（生物園

グッズや友好自治体特産品等）を用意し、抽選で約４０名の当選

を予定している。 

   ※ 区民優先枠あり 

 

４ その他 

  環境への配慮として、イルミネーションは全ての電飾にＬＥＤを使

用する。また、グリーン電力の購入を予定している。 

 

５ 連携イベント 

  イルミネーションサンアヤセ（サンアヤセ商店街振興組合主催）に

ついては、例年実施していた公園でのイベントは中止する（担当 産

業振興課）。 

 

問 題 点 

今後の方針 
 区内幼稚園、保育園、小・中学校等にデジタルコンテンツのチラシ

を配布し、広く周知する。 
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ＣＧ動画 

 

 

別紙４ 「デジタル・イルミネーション」イメージ（令和３年１０月２８日現在） 

 

 

 

ＡＲ撮影イメージ 

 

ＴＯＰ画面 

 

 

ＡＲオブジェ選択後のページ 
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産 業 環 境 委 員 会 報 告 資 料  
令和３年１１月１２日 

件  名 おでかけＷｅｂサイト「アウモ」への区内おでかけ記事掲載について 

所管部課 産業経済部 産業振興課、一般財団法人足立区観光交流協会 

内  容 

令和３年度春のイベント実施時に併せて新規に実施を予定していた区内

おでかけ情報の発信について、新型コロナウイルス感染症の影響で記事の

作成等を見合わせていたが、今回、内容を再検討し記事を掲載する。 

 

１ 実施内容 

（１）記事案①：ファミリー層を中心にした記事 

 足立に住む家族（ファミリー）のクチコミ集めました！密回避・ 

リーズナブル・楽しい家族に嬉しい足立区おでかけスポット集 

（２）記事案②：「密回避」や一人での散歩・散策に焦点をあてた記事 

   たまにはゆったり下町散策。おひとりさまで楽しめる観光コース 

ｉｎ足立区 

（３）記事案③：光の祭典「デジタルコンテンツ」のＰＲ記事 

 進化したイルミ！withコロナのデジタルイルミネーション「光の 

祭典」が面白い！ 

 ※ 当初予定していた区内飲食店で使用可能な「Ｗｅｂクーポン」の

構築は中止する。 

 

２ 記事掲載期間 

  令和３年１１月中旬～令和３年１２月３１日まで 

 ※ 掲載期間内は３０，０００プレビュー保証あり 

 ※ おでかけＷｅｂサイト「アウモ」にて令和４年１２月３１日まで 

継続して記事の閲覧が可能 

 

３ 委託事業者 

  アウモ株式会社（新宿区西新宿６－１８－１ １３Ｆ） 

  代表取締役社長 中村 陽祐 

 

４ 契約金額 

  ３，２８０，０００円（指名競争入札により決定） 

 

 

問 題 点 

今後の方針 
 今後も新型コロナウイルス感染症やガイドライン等の状況を確認し

ながら、記事の内容を精査の上、掲載していく。 
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